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1eシールの活⽤が⾒込まれる事例に関する分析

 本検討会においては、下記について議論する⽬的で、今後eシールの活⽤が⾒込まれる分
野をピックアップし、同分野におけるeシールの活⽤イメージを分析する。

① eシールの制度化における課題の抽出
② 「eシールに係る指針」の⾒直しに向けた論点整理、考察
③ その他、eシール活⽤に当たっての課題の抽出

 なお、事例分析については、総務省から本検討会に係る調査研究事業を受託した三菱総
合研究所において実施する。

⽬的



2eシールの活⽤が⾒込まれる事例としてカーボンフットプリントを選定する理由

 グローバルイシューの1つとして認識されているカーボンニュートラルの達成のため、欧州では蓄電池に関
する「欧州バッテリー規制」が検討されており、2024年以降、蓄電池のカーボンフットプリントの開⽰
が義務づけられる⾒込みである。将来的には、欧州に蓄電池及び蓄電池に関わる部品等を納品する
⽇本企業も規制への対応が求められると⾒込まれる。

 今後、⽇本の企業においても、国際間でのカーボンフットプリントのデータのやりとりが必要になること
が予想されるところ、サプライチェーン上で、データのなりすましや改ざんを防⽌する確認する仕組みとして
有効なeシールの活⽤が⾒込まれる事例としてカーボンフットプリントを選定する。

 なお、本事例分析は、我が国におけるeシールの制度化における課題の抽出等を⽬的としているため、
国内において、eシールを活⽤したカーボフットプリントのデータのやりとりを⾏うと仮定し、その場⾯に
ついて分析を⾏う。

カーボンフットプリント選定理由

＜補⾜︓カーボンフットプリント（CFP）について＞
 製品やサービスの原材料調達から廃棄、リサイクルに⾄るまでのライフサイクル全体を通して排出され
る温室効果ガスの排出量をCO2排出量に換算し、製品に表⽰された数値もしくはそれを表⽰する
仕組み
 個々の企業だけでなく、サプライチェーン全体で温室効果ガスの排出削減を進めることが重要
 カーボンフットプリントは、脱炭素・低炭素製品が選択されるような市場を作り出す基盤となる仕組み



3国内におけるカーボンフットプリントでのeシール活⽤イメージ

COCO2
20kg

原材料調達 ⽣産 流通・販売 使⽤・
維持管理

廃棄・
リサイクル

蓄電池のサプライチェーン

 カーボンフットプリントの算出に必要なCO2排出量に関するデータ（サプライチェーン上の各ステークホ
ルダーから提供されるデータ）にeシールを活⽤する事例を想定。

 事例では、蓄電池の⽣産者がCO2排出量を管理し、それ以外のサプライチェーン上の各ステークホル
ダーは⾃社が排出するCO2排出量を商品製造メーカーに提出することを想定。

カーボンフットプリントにおけるeシールの活⽤

CO2排出量
20kg 

カーボンフットプリント
CO2170kg

蓄電池

＋

CO2排出量取りまとめ会社
（商品製造メーカー）CO2排出量提出会社 CO2排出量提出会社 CO2排出量提出会社 CO2排出量提出会社

CO2排出
管理アプリ

CO2排出
管理アプリ

CO2排出
管理アプリ

CO2排出
管理アプリ

COCO2
30kg

COCO2
60kg

COCO2
45kg

COCO2
15kg

CO2排出量
60kg 

CO2排出量
45kg 

CO2排出量
15kg 

各サプライチェーンが商品製造
メーカーにメールでデータを送信

使⽤期間全体における
実測が困難な場合は、
設計値から推定

CO2排出
管理アプリ



4

CO2排出量管理アプリケーション
を提供する事業者

（アプリケーション提供事業者）

CO2排出量
提出会社

（サプライヤ）

CO2排出量
取りまとめ会社

（商品製造メーカー）

B社担当者

eシール活⽤のイメージ（カーボンフットプリント）

⑪ データに情報を⼊⼒

⑰ 受領、⾃動検証

CO2排出量管理アプリケーション等を利⽤して、データに対してリモートでeシールする事例

組織の実在性等を
確認する事業者

（認証局）

② 利⽤契約（組織の実在性確認資料の提出・eシール⽣成要求等を含む）

クラウド上でデータに
eシールを付す事業者

（リモートeシールサービス提供
事業者/eシール⽣成者）

⑤ eシール⽤署名鍵⽣成要求

③ 組織の実在性確認・申請意思確認

④ サービスの利⽤認証

⑨ 電⼦証明書送付

⑧ 電⼦証明の発⾏
SignatureSignature

⑮ eシールした
データをダウンロード

⑬ eシール⽣成要求

⑭ eシールCO2排出量

データ発⾏時に⾏われる処理（毎回）

CO2排出量

電⼦証明書

Signature

データ＋ハッシュ値

⑯ eシールした
データを送信

⑥ 署名鍵の⽣成
署名鍵の管理

⑦ eシール⽤電⼦証明書発⾏要求

秘

利⽤契約時に⾏われる処理（初回のみ）

⑫ 鍵認可

eシールした
データ

① サービス連携

クラウド上でデー
タにeシールする
事業者がA社の
署名鍵を管理

⑩ CO2排出量
のデータを要求



5eシールに係る指針に関する論点と考察
# 項⽬ 論点 ユースケースを踏まえた考察

1 eシールの分類
(レベル)

 カーボンフットプリントに関わるデータは、組織
が公開する情報であり、総務省認定以外の
レベルのeシールを使⽤することが適当か。

 カーボンフットプリントに使⽤されるCO2排出量は、サプライ
チェーン上のCO2排出量提出会社の真正性に関する要件
が定まっていないため、認定制度外のeシールで⼗分と考え
られる。

将来的にカーボンフットプリントの提出が、国
の補助⾦の対象となる場合や国際間ビジネ
スでカーボンフットプリントへeシールの付与が
義務化された場合、どのレベルのeシールが
必要か。

国の補助⾦・助成⾦等の活⽤を想定する場合には、国へ
の⼿続きが必要となるため、認定に係るeシールが必要と考
えられる。

また、欧州等の海外との国際相互承認が必要な場合、国
際的な基準に基づいたeシールが必要と考えられる。

2
eシール⽤電⼦証
明書の発⾏対象と
なる組織等の範囲

 カーボンフットプリント算出に必要なCO2排
出量の組織等の範囲は、企業単位で問題
ないか。

 CO2排出量は、組織内における事業所・営業所・⽀店・部
⾨単位で提出が求められる可能性があるが、eシールに係
る指針に記載の通り、認証局において組織内の事業所等
を正確に確認することは困難であるため、電⼦証明書の拡
張領域に記載することで対応は可能と考えられる。

3
組織等の実在性・
申請意思の確認
の⽅法

4
eシール⽤電⼦証
明書のフォーマット
及び記載事項



6eシールに係る指針に関する論点と考察
# 項⽬ 論点 ユースケースを踏まえた考察

5
認証局/利⽤者
の秘密鍵の管理
に係る基準

秘密鍵の管理は誰が、どのように実施するか。
 ローカルeシールの場合、eシールに係る指針に記載の通り、
秘密鍵の管理は、カーボンフットプリントに関わるデータにe
シールをするeシール⽣成権限者が実施することでよいと考
える。

6 eシールを⼤量に
⾏う際の処理

 カーボンフットプリントにおいて、eシールを⼤量
に⾏う処理が必要か。

 カーボンフットプリントに関わるデータは⼤量発⾏のニーズが
あり、複数の対象データに⼀括でeシールできる必要がある。
eシールに係る指針では、⼀括でeシールを⾏うことを認めて
いるため、問題ないと考える。

7 リモートeシールに
おける認証

 カーボンフットプリントにおいて、リモートeシール
のニーズはあるか。

 CO2排出量を管理・提出するユーザがeシールを意識せず
に、CO2排出量管理アプリ上でeシールが⾃動的に付され
ることが望ましい。

そのためには、CO2排出量管理アプリ提供者が、CO2排出
量を管理・提出するユーザの権限に基づいてeシールを⽣
成する必要があり、リモートeシールは重要である。

8
利⽤者におけるe
シール⽤電⼦証
明書の失効要求

組織内で複数⼈での利⽤が想定される場合、
誰の失効要求を受付け処理するか。

組織内の複数⼈が利⽤することが想定され、指針では、当
該秘密鍵の失効を要求できる者についてはeシール⽤電⼦
証明書の発⾏を要求できる者（法⼈であれば代表者⼜
は代表者から委任を受けた者）に限定しているため問題は
ないと考える。



7将来的に議論が必要と思われる事項

 本分析においては、カーボンフットプリントを題材としてeシールの仮想の利⽤シーンを基に
検証したところ、上記で整理したように、現⾏の「eシールに係る指針」に⾒直しが必要な
点は⾒当たらないと思われた。本分析における気づきとして、今後の議論のために以下の
点を⽰したい。

 蓄電池を始めとする各商品のサプライチェーンにおいては、
・ EUのようにトラストサービスに関する制度整備が進んでいる国以外の国も含めて多様
な国のサプライヤーによって構成されていること、

・ 我が国はサプライヤーとなることもあればメーカーとなることも考えられること、
が特徴として挙げられる。

 このような特徴を踏まえると、
① 我が国のトラストサービスが、EUを始めとする諸外国においてどのように評価されるか、
② 諸外国において認定等を受けたトラストサービスを我が国においてどのように評価する
か（特に、EU以外の他国・地域において認定等を受けたトラストサービスをどのように
評価するか）、

という両⾯から議論が必要となる。


